
























目的:

  女性の社会進出、  高学歴化、 核家族化、  生殖をめぐる驚異的な科学技術の開発と

いった社会的、 経済的、  科学的な変化とともに個人のライフサイクルにおける子ども

を産み育てることの価値観にも大きな変化をもたらしている。  そうした背景の中で家庭

の子育て機能の低下が取りざたされて久しい。

児童相談所において取り扱う養護相談は家庭での養育が困難になった、 即ち、 養育機能

を欠いた端的な例と考えられ、  こうした親子は精神保健上きわめてハイリスクであると

推測される。本研究においてはこうした児童相談所を利用する親に対しての実態調査を行

うことを第一の目的とした。  第二に本研究班において上林、北らが疫学調査を行ってお

り、  それらと児童相談所の臨床ケースとの比較行うことで、  それぞれが必要とされる

援助の方法を考察することを目的とした。

平成 6年度は乳・幼の養護相談を対象に児童相談所の職員による聞き取り調査を行う予定

で調査票を作成し、 パイロット調査を試みた。しかし対象事例の条件があまりに多様で

あり、  妊娠し、  出産した母親本人、  または父親への調査が困難であるなどから計画

の再検討を余儀なくされた。

平成 7年度は前年の経過をふまえ、  調査方法、  調査対象を変更して行った。


